
   マイナンバー制度における行政・事業者間の情報漏えい・ 

   情報管理・事務負担経費などの懸念解消を求める意見書 

 

マイナンバー制度は、平成25年５月に「行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律」が成立したことによ

り、平成27年10月から個人番号・法人番号が通知され、各行政機関に

おいて利用が開始されている。  

この制度の目的は、住民票を有する全ての国民に12桁の番号を付与

し、それぞれの個人情報をこれに帰属させることで個人情報管理の効

率化を図るものである。しかし、行政機関による違法な監視、公務員

による目的外利用、なりすまし等による情報漏えい、国が国民の資産

を把握できることで預金封鎖が容易になることなど、依然として制度

及び危機管理に対する不安と懸念、情報を利用する者に対する不信の

声がある。  

また、情報連携の根幹を担う地方のシステム整備が必須であり、地

方公共団体に新たな負担が生じることも懸念されている。  

よって、国においては、マイナンバー制度の安全性の確保と運営に

ついての懸念を解消するよう、次の事項について強く要望する。  

 

１ 国民への更なる周知を図り、マイナンバー制度に対する国民の不

安・懸念・不信を払拭すること。  

２ 第三者機関による監視・監督の徹底やシステム上の安全措置など、

プライバシーの保護に万全の対策を講じること。  

３ マイナンバー制度は国家的な社会基盤であることから、マイナン



バー制度に伴うシステム及びネットワークの構築等に要する経費

は、国が全額負担し、地方公共団体に新たな経費負担が生じないよ

うにすること。 

４ マイナンバー制度導入で民間事業者には税や社会保障の手続き、

給与所得の源泉徴収票の作成など、重い恒常的な負担が生じる。こ

の経費面も含む負担軽減のため、制度及び「特定個人情報の適正な

取り扱いに関するガイドライン(事業者編)」の改正を行うこと。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。  

平成29年３月14日  

                       葉 山 町 議 会 

 

提出先  内閣総理大臣 総務大臣 

 


